
※新開発食品
評価調査会の開催

更なる調査が必要と判断され
た場合は、本調査会において、
指定成分含有等食品との因
果関係等について、総合的に
検討・審議する。

1. 当省HPにて、指定成分等毎に下記事項を公表（毎月更新。調査会審議中の情報を除く。）
・健康被害情報受理日・被害発生日、性別、年齢 ・主症状（自己申告を含む） ・他の健康食品及び医薬品の摂取状況・備考（調査会審議
状況等）

２．新開発食品調査部会で報告（半年又は年に１回）。報告書は当省HPにて公表

指定成分等含有食品による健康被害情報受理後の対応

厚生労働省

③報告・公表

①情報収集 ※速やかな専門家WGへの
検討依頼を行う場合

過去の報告やPIO-NET・HF Netで同様事例検索
消費者庁への情報提供、必要に応じ同庁保管情報
における同様事例の確認依頼
必要に応じ都道府県、医療機関等に追加確認依頼
販売者（製造者）への同様苦情等の調査結果

軽微な健康被害が多数報告された場合

医師の診察等により因果関係が疑われ
る場合
入院治療等の重篤な症状の場合

②専門家WG※での検討（定期的に開催）
健康被害情報等既知の情報を踏まえた専門的な意見
指定成分等を起因とする健康被害発生時の被害実態の把握
製品の他の原材料に関する情報

①の情報（詳細な過去の報告事例、担当医師の意見、自治体からの報告、販売
者・製造者への調査結果）を含めて、専門的に検討
上記の情報から、WGにおいて、新開発食品評価調査会でのさらなる検討の必
要性を判断する。

※食品による健康被害に対して、医学、薬学等の専門的な知見を有する、薬事・食品衛生審議会 食品衛生分
科会 新開発食品調査部会委員、並びに新開発食品評価調査会委員により4名程度で構成（健康被害の状
況により、構成員・構成数の適宜変更を行う）

調査会不要と判断された場合
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